
大阪・関西万博の開催意義の理解促進につなげる取組を求める意見書 

 

 2025年大阪・関西万博は、ポストコロナの世界において、未来への希望を示す場となり、

経済、社会、文化等のあらゆる面において、我が国のさらなる飛躍の起爆剤になるもので

ある。 

 しかしながら、資材や人件費の高騰を背景に建設費が当初の1.8倍に膨れ上がっているこ

となどから、一部で開催の中止を求める声が上がっている。 

 一方、公益財団法人日本財団が実施した「18歳意識調査」では、回答者の７割が開催に

賛成し、経済効果や文化発信の好機と考えているなど、開催に期待する声があることも事

実である。 

 ロシアのウクライナ侵攻や米中対立など世界の分断化が進む中、万博は、世界中からた

くさんの人やモノが集まり、地球規模の様々な課題に取り組むために、世界各地から英知

が集まる貴重な場である。 

 よって、国におかれては、万博に対する非常に厳しい声があることも踏まえ、予算の執

行状況など万博に関する様々な情報の見える化をさらに進めるとともに、万博開催の意義

や経済効果などについて、国民の理解促進につなげる取組を一層推進するよう強く要望す

る。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

石川県金沢市議会議長 高     誠         

  



生涯を通じた国民皆歯科健診の実現を求める意見書 

 

現在、歯科健診は、乳幼児に対しては母子健康法、小中学校及び高等学校の児童・生徒

に対しては学校保健安全法に基づき、実施が義務づけられている。一方、成人に対しては、

健康増進法及び高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、歯科健診が実施されているも

のの、実施は義務づけられていない。また、労働安全衛生法に基づき、事業所において実

施が義務づけられている歯科健診の対象も、有害業務に従事する労働者に限られているこ

とからも、成人期以降の歯科健診は十分とは言えないのが現状である。 

 近年、歯の本数と全身の健康状態、歯周病と全身疾患との関係等については、科学的な

根拠が明らかになっている。健康寿命を延ばすためには、歯を含めた口腔内の健康維持が

極めて重要であることから、ライフステージに応じた切れ目のない歯科健診の受診機会を

確保する必要がある。本市議会においても、平成29年９月に議員提案により「金沢市歯と

口の健康づくり推進条例」を制定し、生涯を通じた歯と口の健康づくりを推進し、市民の

健康増進に取り組んでいるところである。 

 こうした中、本年６月に閣議決定された骨太の方針2023において、生涯を通じた歯科健

診「国民皆歯科健診」に向けた取組を推進することが盛り込まれたところであり、生涯を

通じて国民が定期的に歯科健診を受診し、健康寿命の延伸に向けた取組が進むことが期待

される。 

 よって、国におかれては、国民皆歯科健診の実現に向けた具体的な検討を早急に進める

とともに、下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

記 

１ 国民皆歯科健診実現に向けた法改正を早急に行うこと。 

２ 国民皆歯科健診の制度設計等に関する具体的な検討を進めるに当たっては、地方自治

体をはじめ、関係者の意見を十分に反映させるよう必要な措置を講じること。 

３ 国民皆歯科健診の実施に関しては、国において十分な財政措置を講じること。 

４ 国民皆歯科健診の実現と合わせ、国民に対して、歯と口腔の健康づくり及び歯科健診

の重要性についての啓発や、健診受診後の定期的な歯科受診の勧奨を行うなど、歯科疾

患の発症や再発、重症化予防のための総合的な取組を推進すること。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

          石川県金沢市議会議長 高     誠        

  



子どもたちの学びのさらなる充実を求める意見書 

 

令和３年、いわゆる義務標準法の改正により、小学校の学級編制の標準が令和３年度か

ら５年間で段階的に引き下げられることとなったが、中学校での引下げについては、本年

６月に閣議決定された骨太の方針2023において、小学校における多面的な効果を検証した

上で、望ましい教育環境や指導体制を構築していくこととされており、高等学校での引下

げとともに、いまだ具体的な方策は示されていない。 

少人数学級の推進によって、教職員がゆとりを持って子どもたちと向き合うことができ

るようになれば、教職員のさらなる質の向上やきめ細かな指導の実現につながるほか、子

どもたちにとっても学びの環境の充実につながることが期待されるため、学級編制の標準

のさらなる引下げと、新たな教職員定数改善計画の策定・実施が求められている。 

また、教職員が安心して本務に集中し、子どもたちと向き合うことができるよう、働き

方改革のさらなる加速化、処遇改善を進める必要がある。加えて、ＩＣＴ化の推進、いじ

めや不登校問題、特別な配慮を要する児童・生徒への対応など、学校現場に山積する様々

な課題に対し、人的配置をはじめとする財政措置は不十分であることから、さらなる教育

予算の拡充が必要である。 

 よって、国におかれては、学級編制の標準のさらなる引下げ、新たな教職員定数改善計

画の策定・実施、教職員の処遇改善、教育予算の拡充を行い、子どもたちの学びのさらな

る充実を図るよう強く要望する。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

          石川県金沢市議会議長 高     誠         

  



保育士の処遇改善を求める意見書 

 

地方都市が抱える少子高齢化・人口減少問題は、想定を超えた厳しい状況にあり、国や

社会経済の基盤を支えるための重要な課題となっている。このような中、保育施設は子育

て支援の重要な要であるとともに、地域の未来への投資とまちづくりに不可欠な社会資源

であり、また、社会の機能を担う重要なインフラであることが改めて確認された。 

今年度、こども基本法の施行とこども家庭庁が設置され、社会全体として、全ての子ど

もの権利擁護が図られたことで、人格形成の基礎を築き成長を支えることが一層重要とな

っている。 

保育士・保育教諭等の処遇改善については、子ども・子育て新制度における処遇改善加

算Ⅰ及びⅡ、Ⅲ、人事院勧告による公定価格の上昇なども併せ、国レベルで年々改善が図

られているが、園の状況や規模によっては、経験の長い保育士が数多く在籍することによ

り、施設経営に影響を及ぼしているという実態もある。経験や知識の豊かな保育者が、保

育の質の向上のため、子育ての現場で活躍し続けることは、保育の技術の向上や継承につ

ながるとともに、保護者支援や地域の子育て支援のかじ取り役としての活躍も期待される。 

 よって、国におかれては、保育士のさらなる処遇改善とともに、継続した勤務に合わせ

たキャリア形成によって、生涯にわたって働ける環境の整備のために、処遇改善加算Ⅰに

おいて、11年以上で加算率の上乗せや新たな区分の設定等の加算制度を講じられるよう強

く要望する。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

          石川県金沢市議会議長 高     誠         

  



食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求める意見書 

 

食品ロス削減推進法が令和元年10月１日に施行され、食品ロス削減に関する普及・啓発

が進められてきた。一方で、農林水産省が公表した令和３年度の食品ロス量は約523万トン

で、その内訳は事業系食品ロス量が約279万トン、家庭系食品ロス量が約244万トンとなっ

ている。 

 現在、世界で約８億人が飢餓に直面していると言われている中で、国連世界食糧計画（Ｗ

ＦＰ）では、飢餓で苦しむ人々のために年間480万トンの食料支援を行っているが、日本に

おいてまだ食べられるのに捨てられてしまう食品ロス量はその1.1倍近くとなっているの

が現状である。 

 本年10月には、本市において第７回食品ロス削減全国大会が開催され、全国の好事例と

ともに地元大学生の取組が表彰されており、今後は一人一人が身近なところから行動を起

こすことが求められている。 

 よって、国におかれては、食品ロス削減推進法に基づき、誰もが取り組める脱炭素アク

ションとして、食品ロス削減への国民運動のさらなる推進のために、下記の措置を講じら

れるよう強く要望する。 

記 

１ 賞味期限や消費期限が近いものから選ぶ「てまえどり」など、エシカル消費の普及啓

発を一層進めるとともに、食品ロス削減を積極的に進める事業者の評価や支援の強化を

図ること。また、地域や事業者の食品ロスの計測・公表等の体制を拡充し、実効性を強

化すること。 

２ 事業系食品ロス削減と子ども食堂等への支援を行うために、企業・商店などから提供

された食料品等を、地域に設置された冷蔵庫や冷凍庫で保管し、随時必要とされる住民

や団体等に提供するコミュニティーフリッジ（公共冷蔵庫）の設置や運営等への支援制

度を整備すること。 

３ 食に関わる事業者と野菜等の生産者の連携を促し、色や形における規格外品や、食材

の皮や芯や種など、出荷や加工前に廃棄されている地域の食材を、できる限り有効に活

用する商品開発や消費の拡大などに取り組む地方自治体等の事業に対して、積極的な支

援を展開すること。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

              石川県金沢市議会議長 高     誠         

  



医療扶助受給者の国民健康保険等への加入検討に対し慎重な対応を求める意見書 

 

国では、生活保護受給者を国民健康保険（国保）及び後期高齢者医療制度へ加入させる

ことの検討が始まっている。経済財政運営と改革の基本方針2022では「医療扶助の在り方

の検討を深める」とし、生活保護受給者の医療扶助を公費ではなく、国保と後期高齢者医

療の保険財政に移行させる方針を示している。 

 これに対して、令和５年６月７日の全国市長会の提言では、「生活保護受給者の国保等

への加入に向けた見直しについては、社会保障制度の根幹を揺るがし、国保等の制度の破

綻を招くものであることから、断固行わないこと」としている。 

 生活保護受給者数は全国で約202万人おり、その世帯割合を見ると、高齢者世帯、障害者・

傷病者世帯を合わせて80％以上であり、その多くが医療を必要としている。医療扶助は、

自己負担が発生することによる受診抑制を招かないためにも不可欠である。 

 また、国保や後期高齢者医療の被保険者も低所得者が多く、医療扶助受給者の加入によ

り保険料の引き上げや患者負担増を招くことは避けるべきである。生活保護は国が保障す

る最後のセーフティーネットであり、今後とも国庫負担とすべきものである。 

 よって、国におかれては、こうした強い意見があることを踏まえ、制度移行の議論につ

いては、社会保障の根幹理念に立って慎重を期すよう強く要望する。 

ここに、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年12月15日 

 

              石川県金沢市議会議長 高     誠  


